
大阪府「宿泊税」の新設について 

１．大阪府が宿泊税を新設する理由 

大阪が世界有数の国際都市として発展していくことを目指し、都市の魅力を高める

とともに観光の振興を図る施策に要する費用に充てるため、ホテル又は旅館の宿泊者

に一定の税負担を求める法定外目的税として、宿泊税を新設する。 

２．宿泊税の概要 

課税団体 大阪府 

税目名 宿泊税（法定外目的税） 

目的 
大阪が世界有数の国際都市として発展していくことを目指し、

都市の魅力を高めるとともに観光の振興を図る 

課税客体 

大阪府域内に所在するホテル又は旅館（旅館業法第三条第一項

の許可を受けて行う同法第二条第二項及び第三項の営業に係

る施設）への宿泊行為 

課税標準 大阪府内のホテル又は旅館における宿泊数 

納税義務者 大阪府内のホテル又は旅館における宿泊者 

税率 

一人一泊について、宿泊料金が 

１万円以上１万５千円未満のもの 100円 

１万５千円以上２万円未満のもの 200円 

２万円以上のもの 300円 

免税点 １万円未満の宿泊 

徴収方法 特別徴収 

収入見込額 （初年度）約1.7億円  （平年度）約10.9億円 

徴税費用見込額 （初年度）約2.9億円  （平年度）約0.7億円 

課税を行う期間 条例施行後５年を目途に見直し規定あり 

1



３．同意要件との関係 

宿泊税について、不同意要件に該当する事由があるかどうか検討する。 

（１）国税又は他の地方税と課税標準を同じくし、かつ、住民の負担が著しく過重

となること。 

① 課税標準

宿泊行為に関連して課税される既存の税目としては、消費税及び地方消費

税がある。 

宿泊税は宿泊者の担税力に着目して宿泊数（宿泊行為）に課税するもので

あり、消費税は各取引段階で課される附加価値税の性質をもつものであって

資産の譲渡等（役務の提供）に課税するものであることから、課税標準が同

じであるとは言えない。 

② 住民の負担

宿泊行為１回につき 100 円、200 円又は 300 円は宿泊料金の１

％程度であり、負担が著しく過重とは言えない。

（２）地方団体間における物の流通に重大な障害を与えること。 

宿泊税は、「大阪府域内に所在するホテル又は旅館への宿泊行為」を課税客体

とするものであり、地方団体間の物の流通を阻害するような内国関税的なものと

は言えない。 

（３）（１）及び（２）に掲げるものを除くほか、国の経済施策に照らして適当でな

いこと。 

関係する「国の経済施策」としては観光施策が考えられるが、100 円から 300

円までといった程度の負担では観光施策に影響を与えるとは考えられないため、

宿泊税は「国の経済施策に照らして適当でない」とは言えない。 

以上のことから、不同意要件には該当しない。 
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東京都宿泊税との比較

課税団体 大阪府 東京都

税目名 宿泊税（法定外目的税） 宿泊税（法定外目的税）

目的
大阪が世界有数の国際都市として発展し
ていくことを目指し、都市の魅力を高める
とともに観光の振興を図る

国際都市東京の魅力を高めるとともに、
観光の振興を図る

課税客体

大阪府域内に所在するホテル又は旅館
（旅館業法第三条第一項の許可を受けて
行う同法第二条第二項及び第三項の営
業に係る施設）への宿泊行為

東京都の区域内に所在するホテル又は
旅館（旅館業法第三条第一項の許可を
受けて行う同法第二条第二項又は第三
項の営業に係る施設）への宿泊行為

課税標準
大阪府内のホテル又は旅館における宿
泊数

東京都の区域内のホテル又は旅館にお
ける宿泊数

納税義務者
大阪府内のホテル又は旅館における宿
泊者

東京都の区域内のホテル又は旅館の宿
泊者

税率

一人一泊について、宿泊料金が
・ １万円以上１万５千円未満・・・100円
・ １万５千円以上２万円未満・・・200円
・ ２万円以上 ･･･300円

一人一泊について、宿泊料金が
・ １万円以上１万５千円未満・・・100円
・ １万５千円以上 ・・・200円

免税点 １万円未満の宿泊 １万円未満の宿泊

収入見込額 約10.9億円 約20.7億円（平成27年度決算）

特別徴収義務者
ホテル又は旅館に係る旅館業法第三条
第一項の許可を受けた者

ホテル等の経営者

課税を行う期間 条例施行後５年を目途に見直し規定あり 条例施行後５年を目途に見直し規定あり

○ 主な相違点は税率。
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法定外税について

１ 法定外税

地方団体は地方税法に定める税目（法定税）以外に、条例により税目を新設する

ことができる。これを「法定外税」という。

平成１２年４月の地方分権一括法による地方税法の改正により、法定外普通税の

許可制が同意を要する協議制に改められるとともに、新たに法定外目的税が創設

された。

また、平成１６年度税制改正により、既存の法定外税について、税率の引き下げ、

廃止、課税期間の短縮を行う場合には総務大臣への協議・同意の手続が不要と

なったほか、特定の納税義務者に係る税収割合が高い場合には、条例制定前に議

会でその納税者の意見を聴取する制度が創設された。

２ 新設等の手続

地方団体
総務大臣

地方財政審議会

財務大臣

国地方係争処理委員会

議会

条例可決後協議

同意

意見の聴取

意見

通知

（異議）

意見の提出意見の聴取

審査の申出

（不服がある場合）
勧告

（関与が不当である
と認めるとき）

次のいずれかが該当すると認める場合を除き、総務大臣はこれに同意しなければな

らない。（地方税法第261条、第671条、第733条）

① 国税又は他の地方税と課税標準を同じくし、かつ、住民の負担が著しく過重とな

ること

② 地方団体間における物の流通に重大な障害を与えること

③ ①及び②のほか、国の経済施策に照らして適当でないこと

「特定納税義務者」

法定外税の納税額が、全納税者の納税額総額の１０分の１を継続的に超えると見込まれる者として、次の２つ

の要件をどちらも満たすと見込まれる者

① 条例施行後５年間の合計で、当該納税義務者に係る納税額が、その法定外税の納税額総額の１／１０

を超える見込みがあること

② 当該納税義務者に係る納税額が、その法定外税の納税額総額の１／１０を超える年が、条例施行後５

年間のうち３年以上あると見込まれること

特定納税義務者
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○
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
（
抄
）

（
道
府
県
が
課
す
る
こ
と
が
で
き
る
税
目
）  

第
四
条 

（
略
）  

２
～
５ 
（
略
） 

６  

道
府
県
は
、
前
二
項
に
規
定
す
る
も
の
を
除
く
ほ
か
、
別
に
税
目
を
起
こ

し
て
、
目
的
税
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
る
。  

（
法
定
外
目
的
税
の
新
設
変
更
）  

第
七
百
三
十
一
条 

道
府
県
又
は
市
町
村
は
、
条
例
で
定
め
る
特
定
の
費
用
に
充

て
る
た
め
、
法
定
外
目
的
税
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

道
府
県
又
は
市
町
村
は
、
法
定
外
目
的
税
の
新
設
又
は
変
更
（
法
定
外
目
的

税
の
税
率
の
引
下
げ
、
廃
止
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
変
更
を
除
く
。
次
項
及

び
次
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
あ

ら
か
じ
め
、
総
務
大
臣
に
協
議
し
、
そ
の
同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

道
府
県
又
は
市
町
村
は
、
当
該
道
府
県
又
は
市
町
村
の
法
定
外
目
的
税
の
一

の
納
税
義
務
者
（
納
税
義
務
者
と
な
る
べ
き
者
を
含
む
。
以
下
本
項
に
お
い
て

同
じ
。
）
で
あ
つ
て
当
該
納
税
義
務
者
に
対
し
て
課
す
べ
き
当
該
法
定
外
目
的

税
の
課
税
標
準
の
合
計
が
当
該
法
定
外
目
的
税
の
課
税
標
準
の
合
計
の
十
分
の

一
を
継
続
的
に
超
え
る
と
見
込
ま
れ
る
者
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
（

以
下
本
項
に
お
い
て
「
特
定
納
税
義
務
者
」
と
い
う
。
）
で
あ
る
も
の
が
あ
る

場
合
に
お
い
て
、
当
該
法
定
外
目
的
税
の
新
設
又
は
変
更
を
す
る
旨
の
条
例
を

制
定
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
道
府
県
又
は
市
町
村
の
議
会
に
お
い
て
、

当
該
特
定
納
税
義
務
者
の
意
見
を
聴
く
も
の
と
す
る
。  

第
七
百
三
十
二
条 

総
務
大
臣
は
、
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
協
議
の
申
出
を

受
け
た
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
旨
を
財
務
大
臣
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。  

２ 

財
務
大
臣
は
、
前
項
の
通
知
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
協
議
の
申
出

に
係
る
法
定
外
目
的
税
の
新
設
又
は
変
更
に
つ
い
て
異
議
が
あ
る
と
き
は
、
総

務
大
臣
に
対
し
て
そ
の
旨
を
申
し
出
る
こ
と
が
で
き
る
。  

第
七
百
三
十
二
条
の
二 

総
務
大
臣
は
、
第
七
百
三
十
一
条
第
二
項
の
同
意
に
つ

い
て
は
、
地
方
財
政
審
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。  

（
総
務
大
臣
の
同
意
）  

第
七
百
三
十
三
条 

総
務
大
臣
は
、
第
七
百
三
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
協

議
の
申
出
を
受
け
た
場
合
に
は
、
当
該
協
議
の
申
出
に
係
る
法
定
外
目
的
税
に

つ
い
て
次
に
掲
げ
る
事
由
の
い
ず
れ
か
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
を
除
き
、
こ
れ

に
同
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。  

一 

国
税
又
は
他
の
地
方
税
と
課
税
標
準
を
同
じ
く
し
、
か
つ
、
住
民
の
負
担

が
著
し
く
過
重
と
な
る
こ
と
。  

二 

地
方
団
体
間
に
お
け
る
物
の
流
通
に
重
大
な
障
害
を
与
え
る
こ
と
。  

三 

前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
ほ
か
、
国
の
経
済
施
策
に
照
ら
し
て
適
当

で
な
い
こ
と
。  

（
法
定
外
目
的
税
の
非
課
税
の
範
囲
）  

第
七
百
三
十
三
条
の
二 

地
方
団
体
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
に
対
し
て
は
、
法
定

外
目
的
税
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。  

一 

当
該
地
方
団
体
の
区
域
外
に
所
在
す
る
土
地
、
家
屋
、
物
件
及
び
こ
れ
ら

か
ら
生
ず
る
収
入  

二 

当
該
地
方
団
体
の
区
域
外
に
所
在
す
る
事
務
所
及
び
事
業
所
に
お
い
て
行

わ
れ
る
事
業
並
び
に
こ
れ
ら
か
ら
生
ず
る
収
入  

三 

公
務
上
又
は
業
務
上
の
事
由
に
よ
る
負
傷
又
は
疾
病
に
基
因
し
て
受
け
る

給
付
で
政
令
で
定
め
る
も
の
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